
1 

 

 

 

 

令和７年度 

所有者不明土地等対策モデル事業 

 

実施結果報告書 

 

 

 

 

令和８年３月 

 

特定非営利活動法人グラウンドワーク西神楽 

  

 

 

 

  



2 

 

 業務の目的及び概要 

① 業務の目的 

・「推進法人」の指定により、地域課題の検討・対応活動を進める 

・地域内の低未利用地・空き家所有者の意向を把握する（農家も対象とする） 

・相談窓口を常設し、空き地・空き家の流通促進を図る 

・地域と一体となって空き家と低未利用地の利活用を検討し、利活用を実施する 

 

② 対象地域名地域 

・北海道旭川市西神楽地域 

 

③ 対象地域の特性 

・西神楽地域は、旭川市の南部に位置し、東神楽町・美瑛町と隣接しており、水田や畑作 

地帯が広がり大雪山連邦が望める景勝地と言われている。 

・交通は、地域の中心部を JR 富良野線、国道 237 号線が河川（美瑛川・辺別川）とほぼ 

並行して縦断しており、沿線約 21 ㎞にわたって居住地区と農村が散開している。 

・地域内では、医療・買い物の環境が脆弱で、特に高齢者にとっては自家用車を利用し 

ない場合、利便性が悪い状況が生じている。 

・歴史文化は地域住民の努力で保存・継承がされているが、少子化により、後継者不足 

が生じている。 

・地域の課題を抱えつつも、一方では子育て世代を中心に移住者が増えており（ここ数 

年で３０戸近くの戸建て住宅が建てられている）、地域のポテンシャルが徐々に都市住 

民に理解されてきている。 

・また、若者を中心に飲食店や民宿などの新たな文化・施設の創造が取り組まれ、交流 

人口が拡大している。（この５年間で古住宅を中心に２０件以上の施設ができた） 

 

④ 対象地域（対象物件）の課題 

〇空き地・空き家が拡大している 

・不動産評価額が低く、手続きの面倒さなどにより、所有者は売買に躊躇している。 

・管理放棄の物件もあり、地域の環境を悪化させている。（低未利用地） 

・現状で空き家５０戸（農家を除く）、空き地約１４０か所（中央地区のみ）がある。 

・独居高齢者住宅が約２００戸あり、さらに空き地・空き家が増える可能性がある。（近 

年の地域自治組織の独自調査による） 

〇農家空き家、耕作放棄地が拡大しており、将来の活用が定まっていない 

・離農した大規模農地が存在し、農地としての活用が困難なところがある。 

・国営再編事業により大規模農家が増える一方で、後継者のいない農家の離農が予想さ 
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の交流が図られ、（交流人口は年間約 40,000 人程度）多くの市民が西神楽を訪れている。 

・キチンカーや農産物の直売などのイベントが行われている。 

・地域内の新たな営業店舗も含め「西神楽マルシェミーテイング」が組織されている。

（現在１１店舗が参加） 
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図表 5 「提言」2P 

 

   ただし、「提言書」は入り口であり、もし旭川市が「対策計画」を策定するとなる場合 

   は、改めて特別措置法第 52 条に基づく「提案」をしてもらい庁内の合意形成やパブリ 

ックコメント、次年度予算要求などの作業があるので今年８月までに提出すること。 

「提案書」の提出の際は、西神楽地域としての「対策計画（案）」も添え、円滑化推進 

法人の活動実績等も審査対象となることが申し添えられた。 
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結果：不動産業者に紹介し、低価格（無償は避けた方がいいとの判断）で買い取りをし

てもらった。（宅地 ２５７㎡）

② 所有者は旭川市内中心部に居住しており、高齢なため何年も土地の管理はできず、

税負担もあり困っていた。早急に処分したい（１０万円程度で良い）

結果：不動産業者に紹介し、低価格で買取してもらった。（宅地 ３０３㎡）

③ 所有者は札幌に居住し、１０年以上管理は行っていなかった。以前業者に相談した

ら「問題物件（水道管が敷地内を縦断している）」なので扱えないと言われた。

早急に処分したいとお願いされた。

結果：状況を調査したところ、「水道管」は近所の住宅に供給するためのものだが土地

の活用には支障がないと相談した不動産業者は判断し、買取を行った。

その後、すぐに福祉事業者が購入し施設が建てられている。（宅地 約５００㎡）

図表 8 所有者が判明し流通した土地 

④ 所有者は旭川市内中心部に居住しており、管理も難しく処分を考えているが母親

名義のままであり、手続きをしていない（面倒なため）のでその対応を含めてやっ

てもらえないか。

結果：不動産業者と相談し、相続・名義変更手続きを行うことで購入した。

（宅地・雑種地 １，０１７㎡）

⑤ 所有者は市内中心部に転居することになり、住宅及び敷地を処分しようと思った

が、老朽した住宅を解体し更地にするには解体費用が５００万円程度かかること

がわかり、「0 円」でも引き取ってもらえる人がいないかと地域の方の紹介で相談

があった。

結果：家に状況を不動産業者と調査し、躯体がしっかりしており使いやすさなどを検

討した結果、家の片付けや修繕費用分を「売買価格」にして引き取ることになっ

た。その後、地域住民が購入し入居した。
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〇民宿の開設を希望する若者からの相談 

・地域内の景観の良い空き家を利用して「民宿」を開設したいという若者から２件の相 

談がされたが、適当な物件はなく、今後の流通の推移をみて情報提供することとした。 

〇地域住民の口コミで、農家住宅の跡地（住宅は解体済み）の相談があったが、現在不動 

産業者と調整中になっている。 

  〇新聞報道を見て、札幌から「空き家・空き地」の賃貸希望の相談があり対応した。 

  ・相談者は旭川の高校サッカー部に入り、親として応援したいので親子たちで交流でき 

る（食事などの提供）場所を探しているという相談だった。 

雪解けを待って物件を探すことになった。（市内・近郊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

 

 

 

 

 

北海道新聞社許諾 D2602-2608-00031009 

図表 9 北海道新聞の紹介記事 

 

〇地域の移住者（造園事業）から、資材置き場としての空き地の購入希望があり、自分 

では手続きがわからないということで不動産業者にお願いした。 
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〇千代ヶ岡地区の空き家問題 

・旭川市を通じて、千代ヶ岡地区の小学校・中学校跡地に工場を開設する「  

（ 家具会社）」と打ち合わせがあり、雇用する約１５０名の従業員の 

住宅問題で相談があった。 

・千代ヶ岡地区を含めた住民の協力で、地域内の空き家を調査し、１８件の所有者探 

 索を に依頼し、アンケート調査を実施した。 

・回答数は３件しかなかったが、住民からの口コミを含め継続して対応することにな 

った。 

・精査した情報は「 」に提供することとなった。 

 

④ 専門家との検討会の実施 

１） 第 1 回会議 （7 月 28 日） 

   〇議題 

   ・所有者不明土地（低未利用地）及び空き家の利用計画について 

   ・農家の空き家・空き地の課題と今後の扱い 

   ・所有者不明土地対策計画に向けての提言について 

 ・社会実験の取組について 

 〇主な意見 

 ・農家住宅だけでなく、空き家の処分については相当な修理費用もかかり、無償どこ 

ろか追い金を出す地域もある。 

 ・地域振興の視点で、様々な利用計画を旭川市のマスタープランに「特区」として盛り 

込めないか。 

   ・旭川市として取組の手伝いはするが、「所有者不明土地対策計画」の策定については 

難しいかもしれない。 

   ・社会実験は、今後複数個所での開催を検討すべきだ。 

 

２） 第２回会議 （１月１６日） 

   〇議題 

① 空き地・空き家の利用計画について 

    社会実験の成果とアンケート内容からの課題 

    千代ヶ岡地区での新たな要望の動き 

    空き家の「ゆるやかな」活用方法の提案 

② 所有者不明土地対策計画策定に向けた旭川市に対する「提言」の提出について 

③ 今後拡大が予想される「離農する農家住宅」の扱いについて 

農地法・都市計画法により活用が制限されている現状は全国的な課題である 
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     「特区」的な運用を検討できないか 

 〇主な意見 

① について 

・マルシェアンケートからはイベントの継続を望む声が多かったが、子供の遊び場や高 

齢者の休憩スペース、冬の堆雪スペースとしての活用も出されていた 

・土地（空き地）の大きさも様々なので、日々の暮らしと結びつける利用を考えるべき 

・社会実験や堆雪等に土地を提供した場合「社会貢献」としての評価をする制度を作っ 

てはどうか 

② について 

・今年度までの取組を整理して「所有者不明土地対策計画」の策定に向けて、旭川市に 

「提言」を提出する 

・旭川市としては円滑化推進法人が提案するものを否定しないが、西神楽に限定するこ 

とは難しいと思う 

・旭川市内でも同じ課題があるので、西神楽をモデル地区として位置付けまずやること 

が重要だと思う 

③ について 

・西神楽では国営事業の推進に伴い約２００戸の農家空き家が発生する可能性があり、 

対応が求められる 

・活用には様々な規制があるが、「空き家等活用促進区」の制度を活用し、新規就農者な 

どの農業後継者や労働力の確保の取組を進められないか 

・旭川の関係部署とも連携して検討を進めることが必要 

 

 

＊第１回、第２回の専門家会議議事録を事項に掲載 
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⑤ 社会実験の取り組み 

１） 地域などとの打ち合わせ、会場の選定 

 〇西神楽ミニマルシェの今年度開催について地域団体と協議した（９月１２日） 

 ・当 NPO 法人と西神楽市民交流センター・社会福祉協議会と協議し、今年度も「西神 

楽ミニマルシェ」等を共同で開催することとした。 

 ・開催日時は１０月２６日（日）９：３０～１５：００とした。 

 ・「ミニマルシェ」の準備・運営は NPO が担うこととした 

 ・市民交流センターは「秋の芸術鑑賞会」や「市民交流清掃活動」を開催し、ミニマル 

シェとの連携を諮ることとした。 

 ・社会福祉協議会は、知己内の高齢者を対象とした「おでかけサポート」を開催し、希 

望する高齢者を会場に送迎して参加者に楽しんでもらうこととした。 

 ・マルシェ会場は所有者の理解を得て。交流センターから徒歩で移動できる場所とし、 

NPO が交渉の結果、除雪事業者が保有する堆雪場（旧市立保育園跡地）を「草刈り 

などの整備」を条件に無償で借りることとした。（事前の調査・要請はした） 

  また、駐車場も会場近くの旧厚生病院跡地を無償で借りることとなった。 

 ・NPO は参加店舗の呼びかけと、参加高齢者のための「健康教室」を、普段連携して 

いる旭川医大看護学科に協力要請することになった。 

 

２） 社会実験の準備 

  〇参加店の呼びかけ 

  ・「西神楽マルシェミーテイング」のメンバーに参加呼びかけを行った結果、都合の 

つく７店舗と参加メンバーの誘いで新たな仲間２店舗の９店舗となった。 

    ・実施要領を作成し、開催内容についての意思統一を図った。 

  〇チラシの作成と配布、マスコミ対応、機材の調達 

  ・チラシ作成をメンバーにお願いし、印刷したものを新聞折込で西神楽地域及び近 

郊に３，０００枚配布した。 

  ・マスコミ取材に対応すると共にメンバーが SNS で開催を発信した。 

  ・会場整備は敷地が広いために、地域の事業者に依頼し機械で整備してもらった。 

  ・当日使用する機材（テント、発電機、暖房機、椅子・テーブルなど）の借り入れを 

準備した。 

  〇支援組織との連携 

  ・旭川医科大学看護学科への協力要請を行い、会場整理やアンケート調査の学生の 

派遣と「健康教室」の開催・運営をお願いし快諾して頂いた。 

  ・ にも運営に協力要請した。 
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西神楽ミニ食べマルシェ２０２５開催要領 

 

■ 日時 

令和 7 年 10 月 26 日（日）９：３０～１５：００（予定） 

■ 場所 

  西神楽南 2 条 2 丁目 旧旭川市立保育園跡地 

  一般駐車場は西神楽市民交流センター向かいの敷地（旧支所跡地）他 

■ 参加店舗（予定） 

  西神楽マルシェミーティング加盟 9 店舗（ 、 、 等） 

  海鮮店、地元農産物販売（ ）、キッチンカーなど 

■ 開催目的 

地域の空き地の有効利用を考える実験（国土交通省事業） 

西神楽にかかわる店舗の紹介を兼ねて住民との交流を図る 

地域の「元気な姿」を市民に紹介する 

■ 運営体制 

主催：西神楽マルシェミーティング（地域内店舗の連携・交流組織） 

事務局：NPO 法人グラウンドワーク西神楽 

共催：西神楽市民交流センター（センター運営委員会） 

西神楽地域社旗福祉協議会 

＊当日はセンターでイベント開催、社協は高齢者お出かけサポート事業の実施 

■ 各種準備内容 

・参加店舗の確認 

・土地所有者への協力要請（会場すでに確認済み、駐車場は要請中） 

・テント・発電機などの確保 

・広報チラシの作成と配布（10 月中旬をめど） 

・借用土地の整備（草刈りなど） 

・電源・飲料水などの確保 

・旭川医大などへの協力要請（健康教室や学生ボランティアの要請など） 
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NPO 農家理事との懇談会内容 

 

日時：7 月２３日（水）１７：００～１８：２０ 

場所：NPO 事務所 

参加者： 副理事長、 理事、 （ ）理事、 理事、 事務局長（司会） 

テーマ：西神楽地域の農家住宅（農地付き）の扱いについて 

① 国営事業の関連を含む離農する可能性のある農家住宅の状況と課題 

② 地域として移住者受け入れの課題 

③ 農家の意向調査の方法について（留意点も含め） 

 

【意見概要】 

① のテーマ（事務局で昨年まとめた状況と課題の説明） 

・今後離農する農家が増え、空き家が増えることは考えられるが困る（地域の疲弊） 

・農地付き住宅は、農家なら買えるが一般の人は難しいかも（購入した人もいる） 

・農家を続ける人も、必要のない農家住宅を引き受ける人はいないだろう 

・離農しても住み続ける人はいても、高齢化により車の運転ができなくなれば出ていく 

・放置されたら（空き家は）地域の厄介者になる 

・農家の空き家は、キタキツネやアライグマの巣になり農業にも影響が出てくる 

・制度上の課題があることもわかるが、地域をどうにかしたいとはみんな思っている 

・現地目確認はしやすくなっているのではないか（農業委員会） 

② のテーマ 

・田舎暮らしに憧れてくるのはいいが、農作業（農薬散布や機械の稼働）を理解してもら

うことが大切だ（事前に説明している） 

・実際に来た人で、町内となじまない人もいて苦労した 

・田舎の農家は野菜などをあげたり、声をかけるが、付合いに気苦労があり出て行った 

・農家住宅の改修には（老朽化もあり）費用が相当掛かると思うが、覚悟してほしい 

③ のテーマ 

・すでに放置されている農家空き家も相当あるが、状況を把握すべきだ（具体例を数か所

示されたが、さらに調べる必要があるとのこと） 

・農業を続ける人に聞く必要はないと思う 

・国営事業に反対して印を押さない人もいる（聞きづらいかもしれない） 

・離農して農地を貸している人、後継者がいない人には聞くべきだ 

・聞く内容については NPO が考えるべき 

・事業を進めている行政（旭川市・推進室など）からの情報提供も求めるべきだ 

以上 
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 業務の成果と課題 

① 本業務で得られた成果・知見 

  １）所有者不明土地対策計画策定に向けた推進法人としての取組 

  ・対策計画の策定については、行政（旭川市）は慎重な姿勢だったが、これまでの意見交 

換や地域での活動を通じて、「地域の真剣さ」を伝えることができた。 

  ・また、北海道開発局をはじめ国の機関からのアプローチも旭川市のスタンスを変えて 

きたと思われる。 

  ・対策計画策定に向けて、地域版の「計画（案）」の作成をはじめ整備する課題はある 

が、数年かけて作り上げてきた地域データの蓄積や地域住民からの「利活用への意見」 

もまとめつつあることから、次年度への展望はあると考える。 

 

  ２）相談窓口の常設と流通促進の取組 

  ・所有者探索は、 との連携によりスムーズに進められた。 

 ・所有者不明土地の所有者はほぼ判明したが、管理不全の土地も多い。所有者は遠隔地 

の方が多く維持管理に悩んでいたことが判明した。 

  ・地域の取組がマスコミに取り上げらえたことにより、相談窓口への相談が増え、地域 

住民からの「口コミ」もあって相談しやすい環境になっていると思われる。 

  ・千代ヶ岡地区の案件では、GW 西神楽がこれまでの活動実績を有し、かつ推進法人と 

して旭川市との関係を構築していたことで、企業進出時の不動産相談に対応できる受 

け皿を有していた。 

  ・推進法人による相談窓口として、進出企業の従業員の居住確保において、空き家活用 

と結びつけて対応することにより、企業の円滑な進出を支援することだけでなく、地 

域課題である空き家の活用の促進を図ることにつながった。 

  ・空き家調査においては、これまでの活動で築いてきた信頼関係があり、地域住民に取 

組の趣旨を説明して、探索に向けての地域情報の提供や「地域になじんでもらうため 

の連携」の意向を得ることができた。 

 

  ３）社会実験の取組 

  ・地域内の空き家などを活用し新たな店舗を構えた若者などと連携し「地域住民への紹 

介」を目的に開催したが、各店舗とのつながりと住民へのアピールができた。 

  ・各店舗とは「西神楽マルシェミーティング」を組織し、継続した取り組みが可能になっ 

た。 

  ・３回の開催とも、各店舗の売り上げは黒字だったが、収益の拡大が必要だ。 

  ・地域住民からは継続した開催が求められ、地域に対する愛着と、空き地利活用への意 

識啓発につながった。 
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  ・開催を継続したことにより、土地所有者の理解が深まり、要請を快諾してもらった。 

  ・継続開催に向けて、経費負担（今回は１店舗５，０００円）の見直しが必要だ。 

   （社会実験ではなく、独自運営が可能な財政の確保） 

  ・地域要望として開催回数の拡大や内容の拡大が望まれているが、飲食以外のイベント 

や、参加店舗の拡大を検討する必要がある。 

  ・空き地所有者への理解を深めるため、事業の成果をアピールする必要がある。 

 

② 今後の課題 

〇離農する農家住宅の扱い 

・旭川市と連携して農家への実態調査の実施と法整備の検討 

  ・地域への啓蒙活動の実施 

  〇所有者不明土地対策計画の策定に向けた「提案」の提出 

  ・旭川市には３月３日に「提言」を提出し、旭川市の検討を要請した 

  〇空き地（低未利用地）・空き家の流通促進 

  ・所有者不明土地の追加調査と所有者の意向確認（意向がはっきりしない所有者がいる） 

  ・千代ヶ岡地区の空き家活用について積極的に進める（企業誘致に伴うインフラ整備） 

 

 今後の取組予定・見通し 

  〇農家アンケートの実施と対策の検討 

  ・対象者の絞り込みとアンケート活動の実施 

  ・課題の整理と対策の検討及び提案 

   （法制度のカベをどの様に超えるかも含めて） 

  〇所有者不明土地対策計画の策定 

  ・行政機関との連携による「所有者不明土地対策計画」の策定に取り組む 

  〇相談窓口の常設と流通促進 

  ・相談窓口の常設による問い合わせの対応と所有者への「流通促進」を促す取り組み 

   （不動産事業者との連携） 

 

 分析・提言等 

 

 

 

 




